
令和７年度徳島県新任福祉職員合同入職式事業 
企画提案募集要綱 

 
徳島県保健福祉部長寿いきがい課 

 
１ 委託事業名 

令和７年度徳島県新任福祉職員合同入職式事業 
 
２ 委託業務の目的 

本事業では、福祉の現場に新たに入職された方が一堂に会する入職式を開催し、

事業所の垣根を越えた同期の仲間との交流を図り、仕事に対する意識及びモチベー

ションを高めることで、離職の防止を図るとともに、研修会等を同時開催し、福祉

の現場で働く職員としての資質向上を図る。また、若手職員が定期的に介護の魅力

を発信することにより、介護現場での定着促進を図る。 
 

３ 実施内容  

（１）新任福祉職員合同入職式 

（２）アンバサダー委嘱式 

（３）研修会 

（４）アンバサダーによる発信 
 
４ 実施方法 
  本事業は、公募型プロポーザル方式により適切に事業を実施できる事業者

を選定し、委託することにより実施する。 
 
５ 委託契約期間 

契約締結の日から令和８年３月３１日まで 
 
６ 予算額 

金１，８１８，０００円（消費税込） 
※上記金額は予算額の上限であって契約額ではないため留意すること。 
※ただし、県の令和７年度予算が成立しなかった場合又は減額となった場合に 

は、本事業の一部又は全部を実施しない場合がある。 
※上記金額は業務実施に必要な広告費・調査費・通信費・交通費等の諸経費を含 
む。 
 

７ 入札資格 

応募手続に参加し企画提案書を提出しようとする者は、次に掲げるすべての要

件を満たす者であること。 

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当し

ない者であること。 



（２）徳島県物品購入等に係る指名停止等措置要綱に基づく指名停止又は指名回避の

措置の対象となっていない者であること。 

（３）徳島県内に本社又は事業所を有する者若しくは県内での事業実施が可能な者で

あること。 

（４）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始、民事再生法

（平成１１年法律第２２５号）に基づく民事再生手続開始又は破産法（平成１６

年法律第７５号）に基づく破産の申し立てをし、又は、申し立てがなされている

者及びこれらの手続き中である者でないこと。 

（５）宗教活動や政治活動を主たる目的とする団体でないこと。 

（６）徳島県暴力団排除条例（平成２２年徳島県条例第４０号）第６条に規定する排

除の対象となっていない者であること。 
 
８ 委託業務の内容 

委託業務の内容は、「令和７年度徳島県新任福祉職員合同入職式事業業務仕様

書」（以下「仕様書」という。）の「５ 委託業務の内容」のとおり。 

 

９ 企画提案の参加・応募方法 

（１）参加表明書の提出 

 ア 提出書類 

   ① 参加表明書（様式第１号） １部 

   ② 組織概要書（様式第２号） １部 

 イ 提出方法 

   持参、郵送又は電子メールにより提出すること。 

   なお、メール送付後は、到着確認のため「１０（９）」に記載する事務局

まで電話連絡すること。 

 ウ 提出先 

   「10（９）」に同じ 

 エ 提出期限 

   令和７年２月２１日（金）午後５時（必着） 

 

（２）企画提案書の提出（各７部提出） 

   提出書類 

 ア 企画提案書（２０ページ以内） 

   仕様書「５ 委託業務の内容」の（１）から（９）に係る具体的な実施方法を

２０ページ以内の企画提案書にまとめて提示すること。 

 イ 見積書 

 積算内訳を記入すること。 



 ウ 提出期限 

  令和７年３月３日（月）午後５時まで（必着） 

 エ 提出方法 

   持参、郵送又は電子メールにより提出すること。 

   なお、メール送付後は、到着確認のため「１０（９）」に記載する事務局

まで電話連絡すること。 

 オ 提出先及び問い合わせ先 

   「10（９）」に同じ 

10 スケジュール 
（１）プロポーザル募集要綱の告示 
   令和７年２月６日（木） 
（２）入札参加意思申請期限 
   令和７年２月２１日（金）午後５時（必着） 
（３）実施内容等に関する質問提出期限 
   令和７年２月２８日（金）午後５時（必着） 
（４）企画書類提出期限 
   令和７年３月３日（月）午後５時（持参、郵送又は電子メールで必着とする。）

までに７部。 
（５）企画提案内容の説明 

令和７年３月中旬 
プレゼンテーションもしくは書面審査とする。 
※審査基準 
ア 実施体制 
 ①業務内容の理解 
 ②業務スケジュール 
 ③実施内容 
 ④実施会場・施設 
 ⑤申込受付 
 ⑥研修の実施実績 
 ⑦情報発信の実施実績 
 ⑧人員体制 
イ 質の高い企画内容の実施見込み 
 ①講師確保の確実性 
 ②研修に必要な教材・設備・備品の整備状況 
 ③研修内容 
 ④研修における参加者同士の交流促進 
 ⑤情報発信に関する人材確保の確実性 
⑥情報発信の確実性 

   ウ その他 
    ①募集の方法 
    ②予算の妥当性 



（６）委託業者決定 
   令和７年３月下旬 
   （５）でのプレゼンテーションもしくは書面審査をもとに、選定委員会により

選定した事業者に対して、文書により通知するとともに、結果を県ホームペー

ジにて公表する。 
（７）各種質問について 

質問書（様式第３号）に記載し、令和７年２月２８日（金）までに提出するこ

と。入札参加申し込みをした事業者より質問があった場合には、公平性を保つた

めに徳島県からの回答を電子メールにより各事業者へ Bcc 送信にて連絡するこ

ととする。 
（８）参加辞退について 
   参加表明書提出後に企画提案への参加を辞退する場合は、辞退届（様式第４号）

を持参、郵送又はメールにより、（９）に示す事務局まで提出すること。なお、

参加表明書提出後、提出期限までに企画提案書の提出がない場合は、参加の意思

がないものとみなす。 
（９）応募・照会・応募文書提出先 

徳島県 保健福祉部 長寿いきがい課 
〒770-8570 徳島県徳島市万代町1丁目1番地 
TEL  088-621-2213   FAX  088-621-2840 
E-mail choujuikigaika@pref.tokushima.lg.jp 

 
11 応募に際しての留意事項 

（１）次のいずれかに該当する場合には、失格とする。 

 ・ 審査の公平性に影響を与える行為があった場合 

 ・ 参加資格の要件を満たしていない場合 

 ・ 提出書類に虚偽の内容を記載した場合 

 ・ 見積金額が予定価格以上の額であった場合 

 ・ 募集要綱に違反すると認められる場合 

 ・ 応募者による業務履行が困難であると判断された場合 

 ・ その他不正な行為があったと県が認めた場合 

（２）その他 

 ・ 応募は１参加者につき１件とする。 

 ・ 提出書類の再提出及び差し替えは、原則として認めない。ただし、書類の不

足・不備の補完、内容不明点の確認のほか、必要に応じ、追加資料の提出を求

める場合がある。 

 ・ 提出書類は理由の如何を問わず返却しない。 

 ・ 書類の作成はA4 縦版（片面印刷）横書きとし、１１ポイント以上で作成す

ること。 なお、表・写真等を用いた補足資料を添付することができるが、で

きる限り簡潔なものとすること。 



 ・ 書類等の作成に用いる用語、通貨及び単位は、日本語、日本円、日本の標準

時及び計量法（平成４年法律第５１号）に定める単位に限る。 

 ・ 受託者は、受託者が行う業務を一括して第三者に委託し、又は請け負わせる

ことはできない。ただし、業務を効率的に行う上で必要と認められる場合、事

前に県の承諾を得た上で、業務の一部を委託することができる。 
 
12 成果品  
  参加者募集パンフレット、チラシ、ポスター、募集広報誌や宣伝用動画など、

募集に際して作成したものについて、徳島県長寿いきがい課へ成果品及びデ

ータを提出すること。 
（１）提出冊数・・・各１０部以上 
（２）提出内容 
  次に掲げるものについて、電子媒体で提出すること。 

① 制作物データ（印刷用） 
② 制作物データ（Web 掲載用サイズ PDF） 
③ 制作物作成時に撮影した写真データ 
④ その他、本業務で生じた資料のうち、徳島県長寿いきがい課が指示する資料

一式 
  
13 費用負担 

  企画提案書等の作成等、応募に係る一切の費用は応募者負担とする。 

 

14 契約の締結 

（１）選定委員会が選定した最優秀提案者を契約予定者として、当該業務に係る随意

契約の相手方とする。 

（２）契約内容の詳細については、企画提案の内容を基本として、県と契約予定者が

協議を行い決定する。この協議の際に企画提案の内容を一部変更することがあ

る。 

（３）協議が整った場合に契約を締結することとし、契約条項については契約予定者

と協議して定める。 

（４）最優秀提案者との協議が整わなかった場合は、その選定を取り消すとともに、

選定委員会において次点となった者を契約予定者とし、契約内容についての協議

等を行った上で、契約を締結する。 

 


